
「柏原市エンディングノート」協働発行事業実施要綱  

 

 （目的）  

第１条  この要綱は、人生の終末期に備えて、介護・福祉・医療サービスに

関する情報（以下「行政情報」という。）をわかりやすく掲載し、高齢者

自身が治療・介護・葬儀などについて自分の希望などを記しておくための「柏

原市エンディングノート」（以下「ノート」という。）を柏原市と

協働発行事業者とが、協働して発行することについて、必要な事

項を定めるものとする。  

 （ノートの構成等）  

第２条  ノートは、協働発行事業者が編集した柏原市の提供する行

政情報等と企業等の広告により構成されるものとする。  

２  前項に定めるもののほか、ノートの仕様については、別に定め

る「柏原市エンディングノート」協働発行事業仕様書による。  

 （協働発行事業者の資格）  

第３条  協働発行事業者は、次に掲げる条件をすべて満たしている

ものとする。  

 （１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条

の４の規定に該当しない者であること。  

 （２） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定

に基づく更生手続開始の申立てをしていない者又は同条第２

項の規定による更生手続開始の申立てをなされていない者で

あること。ただし、同法に基づく更生手続開始の決定を受け

た者であっても更生計画を認可された者については、更生手

続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった

者とみなす。  

 （３） 民事再生法（平成１１年法律２２５号）第２１条第１項又

は第２項の規定による再生手続開始の申立てをしていない者

又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法に

基づく再生手続開始の決定を受けた者であっても再生計画を

認可された者については、再生手続開始の申立てをしなかっ

た者又は申立てをなされなかった者とみなす。  



 （４） 本事業に係る協定締結までに、柏原市入札参加有資格業者

指名停止要綱に基づく指名停止業者又は指名回避業者となら

ないこと。  

 （５）  柏原市暴力団排除条例（平成２５年柏原市条例第２７号）

に基づく入札等排除措置を受けていない者であること。  

 （６） 本事業と同種又は類似する業務実績及び協働する事務を適

正かつ確実に実施するに足りる事業規模を有すること。  

 （７） 国税、都道府県税及び市町村税並びに柏原市の徴収金を滞

納していないこと。  

 （協働発行事業者の募集及び応募）  

第４条  協働発行事業者の募集は、別に定める「柏原市エンディン

グノート」協働発行事業に係る企画提案募集要領（以下、「募集要

領」という。）に基づき、柏原市ウェブサイトで公募するものとす

る。  

２  協働発行事業者になろうとする者（以下「申込者」という。）は、  

「柏原市エンディングノート」協働発行事業参加申込書（様式  

第１号）に必要な事項を記入し、募集要領に定める書類を添えて  

市長に提出しなければならない。  

 （協働発行事業者の選定）  

第５条  市長は、協働発行事業者の選定に当たり、「柏原市エンディ

ングノート」協働発行事業者選定委員会（以下「選定委員会」と

いう。）を設置するものとする。  

２  選定委員会は、申込者の応募内容に基づき第３条の資格を審査

し、それに適合する者の提案内容に基づき、１者を協働発行事業

者候補として選定する。  

３  市長は、選定委員会から報告のあった選定結果を申込者に通知

するものとする。  

（費用負担）  

第６条  協働発行事業への応募、ノートの企画、デザイン、編集、  

印刷製本の発行等に要する一切の経費は、協働発行事業者が負担  

し、柏原市は一切の費用を負担しないものとする。  

 



（原稿の作成及び審査）  

第７条  協働発行事業者は、柏原市の提供する行政情報等を編集し  

てノートの原稿を作成し、ノートの発行前に当該原稿について市長

の承認を得なければならない。  

２  市長は、協働発行事業者から原稿の提出を受けたときは、提供

した行政情報等の校正をし、協働発行事業者が掲載しようとする

広告等が柏原市有料広告掲載に関する取扱要綱及び柏原市広告掲

載基準に適合するかを審査し、必要な場合は協働発行事業者に原

稿の修正を指示するものとする。  

（協働発行事業者の責務）  

第８条  協働発行事業者は、ノートの発行に関する事項（行政情  

 報の内容に係るものを除く。）のすべてについて、一切の責任を負  

 うものとする。  

２  協働発行事業者は、ノートへの広告等の掲載により、第三者  

 に損害を与えた場合は、協働発行事業者又は広告主の責任及び負  

 担において解決しなければならない。ただし、柏原市の責めに帰  

 す場合は、この限りではない。  

（広告等の掲載内容の変更及び取り止め）  

第９条  協働発行事業者が、ノートに掲載する広告または地域情  

 報の内容を変更し、又は取り止めようとする場合は、速やかに市  

 長に申し出なければならない。  

２  前項の規定により、広告等の掲載内容を変更する場合で、既に  

納入したガイドブックがあるときは、市長と協議の上、協働発行  

事業者の責任において速やかに対応するものとする。  

（発行の取り消し）  

第１０条  市長は、協働発行事業者が次のいずれかに該当するとき  

は、当該協働発行事業者によるノートの発行を取り消すことが  

できる。  

（１） 偽りその他不正の手段により、協働発行事業者の決定を受

けたとき。  

（２）  市長が指定する日までにノートの原稿を提出しないとき。 

（３）  市長が指定する日までにノートを納入しないとき。  



２  市長は、前項の規定によりノートの発行の取り消しを決定した  

 ときは、協働発行事業者に通知するものとする。  

３  第１項第１号の事由により前項の取り消し決定を受けた協働発

行事業者は、既に納入したノートがある場合は、市長と協議の上、

これを回収するなど速やかに対応しなければならない。  

４  第１項の規定による取り消しにより生じた協働発行事業者の損  

害について、柏原市は弁償しない。  

  附  則  

 この要綱は平成３０年８月１日から施行する。  

  附  則  

 この要綱は令和４年４月１日から施行する。    

 


